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本特別セッションは，「福島第一原子力発電所汚染水問

題に関する会長特別懇談会（委員長：東畑郁生・地盤工

学会会長）」が主催し，福島第一原子力発電所の廃止措置

に資することを目指して，地盤工学の観点から展開され

るべき廃止措置に寄与する研究・技術開発の内容や原子

力技術者と協働できる新しい地盤工学技術者の育成方針

について総合討論を行った。

地盤工学は原子力事業の支援技術の一つとして，地下

水流動予測や各種地盤改良工法等の技術を通じて被災し

た福島第一原子力発電所における諸課題の解決に寄与し

ている。これに加えて，被災原子炉の廃止措置に至る今

後の過程でも，燃料デブリ取出しの補助技術，地下掘削

技術や放射性廃棄物処分技術で重要な役割を果たすこと

ができる。このような背景から地盤工学会では，事故を

起こした原子力発電所の廃止措置に向けて，地盤工学の

観点から原子力工学技術者と協働し活躍できる人材の育

成を進めるべく，文部科学省「国家課題対応型研究開発

推進事業」『廃止措置等基盤研究・人材育成プログラム委

託費』に研究申請を行い，2014 年度フィージビリティス

タディに採択された。本特別セッションでは，2014 年度

の当該研究のプログラムを紹介するとともに，討論を活

発化するため，建設会社および原子力分野の技術者から

廃止措置に向けた人材育成の考え方や方針についてショ

ートプレゼンテーションを行った。その後，フロアーか

らの活発な意見交換を行い，地盤工学の観点から被災原

子炉の廃止措置に向けた研究・技術開発の展開や人材育

成の方向性の明確化を試みた。

本特別セッションは，学会初日の 2015 年 9 月 1 日の最

終セッション（16:45～18:15）にもかかわらず 65 名以上

の参加があり，国家プロジェクトであるが故の地盤工学

会会員の高い関心を得た。セッション開始 15 分前の段階

で既に，50 名程度の参加者が着席しており（写真―1参

照），「わざわざ，この特別セッションを聴きに来た」と

いう様子の参加者も多かったようである。

本特別セッションのプログラムは，表―1 に示す通り

である。はじめに東畑郁生地盤工学会会長から，文部科

学省「国家課題対応型研究開発推進事業」『廃止措置等基

盤研究・人材育成プログラム委託費』2014 年度研究成果

を紹介した。その内容の第一は，原子力工学と協働する

ための新しい学問体系「廃炉地盤工学」の創出である。

次に，原子力発電所の現状から廃炉までの時間軸を考慮

して，①現状から廃止措置までの長期間の地下水環境・

作業環境の状況調査と将来予測，②土・地盤の放射線遮

蔽性能を活用したデブリ取出し補助技術と掘削技術の適

用評価，それに基づく実効性の高い数種類のデブリ処理

メニューの提示，③福島第一原子力発電所構内の除染廃

写真―1 本特別セッション開始 15 分前の会場の様子 

表―1 セッションプログラム

時間 内容 発表者 
16:45～
16:50 

開会挨拶（本
特別セッシ
ョンの主旨
説明等）

小峯秀雄 
(早稲田大学) 

16:50～
17:10 

JGS 文科省
廃炉プロジ
ェクトの概
要紹介

東畑郁生 
(地盤工学会会長，関東学

院大学) 

17:10～
17:30 

廃止措置に
向けた人材

育成

樋口義弘 
(清水建設) 
深谷正明
（大林組）
朝野英一

（原子力環境整備促進・資
金管理センター）

17:30～
18:10 

フロアーデ
ィスカッシ

ョン

会場出席者 

18:10～
18:15 

総括および
今後の展望

小峯秀雄 
(早稲田大学) 
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棄物処分と原子炉建屋デコミッショニングに関する実現

可能な技術の開発（図―1 参照）を，人材育成のための

個別基盤研究として提示した 1)。  
引き続き，パネリストから廃炉に向けた人材育成に関

して発表を行った（図―2参照）。樋口氏からは，福島第

一発電所の廃止措置事業のみでは，技術者のキャリアパ

スとしては不十分と考えられ，技術の適用範囲を拡大す

る必要性が述べられた。具体的には通常の放射性廃棄物

処分の技術も含めた人材育成とすべきであると主張され

た。また，産官学の役割分担の明確化と人材交流が必要

であること，人材交流を促進するためのプラットフォー

ムとしての役割が地盤工学会にあるという前向きな提案

があった。深谷氏からは，廃止措置事業は土木工学者の

技術向上の機会と捉えることができ，また，この問題を

解決する基本的な能力を有していることが強調された。

ただ，この課題に取り組む難しさとして，長期間に亘る

課題であること，元施工へのこだわりや建設業界の風土

に関する難しさがあることも発言された。高収益事業に

人的投入がなされる状況から，当該分野の産業化，特に

国際的な産業化にする必要性を明言した。国が果たす役

割も大きく，地盤工学会が仕切って，産官学間の人材交

流の促進を担うべきと主張された。朝野氏からは，原子

力・機械工学の専門家の立場から，機械工学と地盤工学・

土木工学のそれぞれが取り扱う構造物が一体となって，

所定の性能を発揮するには，両専門分野における精度，

裕度，境界等に関する認識を整理する必要があると強調

された。そのためにはまず，それぞれの学問間の哲学の

ぶつけ合いから始め，当該人材育成をはじめるにあたり，

原子力工学，機械工学，地盤工学・土木工学の接点を見

出すことが重要であると主張された。 
フロアーディスカッションでは，育成した若者・学生

の就業先の不安や廃止措置の産業化，国レベルの認知の

必要性など，終了時間ギリギリまで熱い議論が続けられ

た。育成した学生の就業先の不安解消としても，国レベ

ルの認知の観点からも，廃止措置事業を産業化する必要

性が確認された。その際，原子力発電所建設，放射性廃

棄物処分，被災原子炉および通常の廃止措置を包括でき

る総合的な国際産業とする必要性も明らかになった。ま

た人材の輩出先として，規制委員会，経済産業省，環境

省も重要であると述べられた。 
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図―1 廃炉地盤工学と個別基盤研究の概念 

 

 

 
上：清水建設・樋口氏，中：大林組・深谷氏，下：原環センター・朝野氏 

図―2 パネリストからの人材育成イメージ（抜粋） 
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